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	「地域中核・特色ある研究大学強化促進事業の制度骨子」（令和５年４月14日、文部科学省科学技術・学術政策局）（以下「制度骨子」という。）３．に規定する、地域中核・特色ある研究大学強化促進事業（以下「本事業」という。）の全体の事業評価（以下「全体の事業評価」という。）は、この実施要領によることとする。なお、特段の事情により下記の事項の変更等が必要になった場合には、本要領を改定し公表するものとする。
	１．評価の目的
	本事業は、地域の中核大学や研究の特定分野に強みを持つ大学が、その強みや特色のある研究力を核とした経営戦略の下、他大学との連携等を図りつつ、研究活動の国際展開や社会実装の加速等により研究力強化を図る環境整備を支援することにより、我が国全体の研究力の発展を牽引する研究大学群の形成を推進することを目的としている。このため、全体の事業評価は、本事業の進捗状況及びその効果を把握・分析することを通して、事業目的が達成されたかを客観的に確認することを目的とする。
	２．評価の体制
	全体の事業評価は、地域中核・特色ある研究大学の振興に係る事業設計委員会（以下「事業設計委員会」という。）において実施する。
	３．評価の方法
	４．実施時期
	５．評価結果について
	６．文部科学省・振興会に対する助言

